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かがわ多文化共生推進プラン（仮称）について提出されたご意見と 

それに対する県の考え方 
 

問い合わせ先 

国際課 

〒760-8570 高松市番町四丁目 1 番 10 号 

電話：087-832-3027／FAX：087-837-4289 

E-mail：kokusai@pref.kagawa.lg.jp 

  

 

 令和 3 年 8 月 17 日から令和 3 年 9 月 17 日までの１カ月間、かがわ多文化共生推進プラ

ン（仮称）について実施したパブリック・コメント（意見公募）では、7 人から 17 件のご

意見が寄せられました。ご意見をいただきありがとうございました。 

 

 これらのご意見について、適宜要約・集約して整理し、それらに対する県の考え方とあ

わせて以下に示します。 

 

 なお、賛否の結論だけを示したご意見や案と直接関係のないと考えられるご意見につい

ては、公表していません。 

 

 〈ご意見の提出者数〉 

  個人 7 件 

  企業 －件 

  団体 －件 

   合計 7 件 

〈提出されたご意見の数〉 

  プランの趣旨に関すること 2 件 

  プランの施策に関すること 10 件 

  プランの指標に関すること 1 件 

プランの推進に関すること 4 件 

    合  計        17 件 

 

ご意見（要約） ご意見に対する県の考え方 

プランの趣旨に関すること 

外国人児童、外国人高齢者、外国人障害

者、外国人妊婦、障害者妊婦などへの配慮

が欲しい。そういうものを想定にしている

のか。 

滞在の長期化に伴い、児童、高齢者、障

害者、妊婦、障害者妊婦など様々な状況の

外国人住民の方が増えてくると想定してい

ます。本プランでは、それらのことを念頭

に、医療・保健サービスの提供、子ども・

子育て及び福祉サービスの提供などに努め

る内容としております。 
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ご意見（要約） ご意見に対する県の考え方 

今後起こりうる「日本国内の多宗教化」

に対する対応の方向性に言及しないなら

ば、多文化共生という言葉を公的機関が

大々的に使うのは適切ではないと思う。公

的機関が多文化共生という言葉を使って共

生を促進することは、宗教の観点から考え

た場合、「日本国内の多宗教化を公的に支

持している」と捉えられるからである。 

共生自体には反対ではないので、地域共

生や多様性社会という言葉で代用した方が

いいと考える。 

様々な宗教の中から、どの宗教を信仰す

るかは個人の判断に委ねられていると考え

ます。 

総務省の多文化共生の推進に関する研究

会が示した、地域における多文化共生は

「国籍や民族などの異なる人々が、互いの

文化的ちがいを認め合い、対等な関係を築

こうとしながら、地域社会の構成員として

共に生きていくこと」との定義に基づき、

総務省の『地域における多文化共生推進プ

ラン』を指針とした取組みを進めてまいり

ます。 

プランの施策に関すること 

プラン本文の 33 ページ[（3）生活オリエ

ンテーションの実施]に次の施策内容を追

加することを提案する。 

 

・転入時、日本の生活習慣を外国人住民に

提供するため、「外国人情報窓口」のよう

な生活習慣を伝える窓口を設置するこ

と。 

[第4章]-[1 コミュニケーション支援]-

[(1)行政・生活情報の多言語化、相談体制

の整備]-[⑥生活相談窓口の利用促進]にあ

りますように、外国人住民が本県で生活し

ていくうえで生じるさまざまな問題につい

て気軽に多言語で相談できる「かがわ外国

人相談支援センター」を設置しておりま

す。 

また、「かがわ外国人相談支援センタ

ー」や多言語で生活情報を提供している

「くらしらいぶらりー」の周知を行うこと

を市町に働きかけてまいります。 

プラン本文の 33 ページ[（3）生活オリエ

ンテーションの実施]に次の施策内容を追

加することを提案する。 

 

・転入時の窓口で、通訳者を付けて日本の

生活習慣を伝える時間を設けること。 

外国人の方が転入され、行政の窓口に手

続きに訪れた時を確実な周知の機会である

ことから、次のとおり修正いたします。 

 

修正箇所 

[（3）生活オリエンテーションの実施] 

に次の項目を追加します。 

 

②行政窓口での生活情報の提供 

県では、外国人が転入手続きのため

市町の窓口を訪れた際に、生活してい

くうえで生じるさまざまな問題につい

て気軽に多言語で相談できる「かがわ

外国人相談支援センター」や多言語で

生活情報を提供している「くらしらい

ぶらりー」の周知を行うことを、市町

に働きかけていきます。 
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ご意見（要約） ご意見に対する県の考え方 

プラン本文の 33 ページ[（3）生活オリエ

ンテーションの実施]に次の施策内容を追

加することを提案する。 

 

・不動産業者が、日本の生活習慣について

説明する時間を充分に設けるよう依頼す

ること。 

「かがわ外国人相談支援センター」や生

活ガイドブックである「くらしらいぶらり

ー」の周知を行うことを不動産事業者に働

きかけるよう努めます。 

プラン本文の 33 ページ[（3）生活オリエ

ンテーションの実施]に次の施策内容を追

加することを提案する。 

 

・外国人従業員が、日本の生活習慣をしっ

かりと理解できるオリエンテーションを

開催するように、外国人雇用企業へ依頼

すること。 

・外国人雇用企業が、来日後 1 か月、半年

などのスパンで、定期的に日本の生活習

慣に関するオリエンテーションを、外国

人従業員に対して実施するように依頼す

ること。 

[第4章]-[1 コミュニケーション支援]-

[(3)生活オリエンテーションの実施]-[①

出前講座の実施]ありますように、外国人

材を雇用する企業に対して、香川県の文

化、風俗習慣、交通マナーやゴミの出し方

などの生活ルールを紹介する出前講座を実

施しておりますが、外国人材を雇用する企

業や、市町に講座のさらなる活用を働きか

けていく必要があることから、次のように

修正いたします。 

 

修正箇所 

（3）生活オリエンテーションの実施 

 
①出前講座の実施 

県では、技能実習生に対して、香

川県の文化、風俗習慣、交通マナー

やゴミの出し方などの生活ルールを

紹介する出前講座を行い、日常生活

面での支援を図ります。 

また、外国人材を雇用する企業

や、市町に講座の活用を働きかけて

いきます。 

プラン本文の 40 ページから 41 ページ

[（2）外国人住民の社会参画支援]に次の施

策内容を追加することを提案する。 

 

・外国人住民が多くいる自治体を「多文化

共生モデル自治体」に設定 

県では、令和 3 年度より県国際交流協会、

綾川町と連携し、多文化共生に関するモデ

ル事業に取り組んでおり、モデル事業の成

果を他の市町に波及させることとしており

ます。 
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ご意見（要約） ご意見に対する県の考え方 

プラン本文の 40 ページから 41 ページ

[（2）外国人住民の社会参画支援]に次の施

策内容を追加することを提案する。 

 

・地域社会における交流促進の場として、

公民館などの活用を明示 

[第 4 章]–[4 意識啓発と社会参画支援]-

[(1)多文化共生の意識啓発・醸成]-[①外国

人住民とのふれあいの場の提供]の実施に

あたり公民館などを活用することとしてお

ります。 

プラン本文の 40 ページから 41 ページ

[（2）外国人住民の社会参画支援]に次の施

策内容を追加することを提案する。 

 

・コーディネーターとして公民館などの職

員の活用を明示 

[第 4 章]-[5 地域活性化の推進]-[(4)多

文化共生のまちづくりを担う人材の育成]-

[①人材の育成と活用]で「多文化共生のま

ちづくりに継続的に取り組む人材を育成し

ます。」と記載してあり、公民館職員を含め

地域に根差して活動できる方々を、外国人

住民と日本人住民をつなげる役割を担う人

材として育成することとしています。 

プラン本文の 40 ページから 41 ページ

[（2）外国人住民の社会参画支援]に次の施

策内容を追加することを提案する。 

 

・コーディネーター機能（双方の住民関係

をつなぐ）の明示 

多文化共生のまちづくりに継続的に取り

組む人材の育成を目指しておりますが、外

国人住民と日本人住民をつなげる人材もそ

のひとつであることから、次のとおり修正

いたします。 

 

修正箇所 

[第 4 章]-[5 地域活性化の推進]-[(4)

多文化共生のまちづくりを担う人材の

育成] 

 

（４）多文化共生のまちづくりを担う

人材の育成 

地域の外国人住民と日本人住民

をつなげる活動など多文化共生の

まちづくりに継続的に取り組む人

材を育成します。 

プラン本文の 40 ページから 41 ページ

[（2）外国人住民の社会参画支援]に次の施

策内容を追加することを提案する。 

 

・これら施策の評価方法の明示 

本文の後に、本プランの取組み全体の達

成度合いを測るため指標を記載しておりま

す。 

プラン本文の 40 ページから 41 ページ

[（2）外国人住民の社会参画支援]に次の施

策内容を追加することを提案する。 

 

・コーディネーター育成研修の実施を明示 

[第 4 章]-[5 地域活性化の推進]-[(4)多

文化共生のまちづくりを担う人材の育成]-

[①人材の育成と活用]において、地域にお

ける多文化共生のまちづくりを担う人材の

養成講座について記載しております。 
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ご意見（要約） ご意見に対する県の考え方 

プランの指標に関すること 

指標 1 をもう少し細分化できないか。ネ

ガティブな相談こそ、可視化して対策する

ことが大切である。 

指標1に設定しているかがわ外国人相談

支援センターによる相談支援において、外

国人が不利益を被る可能性がある案件につ

いては、関係機関で情報共有し、状況の改

善に取り組んでおります。 

プランの推進に関すること 

日本語教師の活用については、教師の活

躍の場を大きく２つに分けた方が良いかと

考える。 

 

〇現役世代の日本語教師を、企業が“有料

で”活用する場 

〇引退世代の日本語教師による、ボランテ

ィアでの日本語交流の場 

御指摘のとおり、日本語教師の活躍の場

としては、企業が有料で活用する場とボラ

ンティアでの日本語交流の場の両方がある

と思います。 

企業が有料で活用する場については、

[第4章]-[1 コミュニケーション支援]-

[(2)日本語教育の推進]-[⑤外国人材の日

本語能力向上のための支援]において「県

では、外国人材を雇用する中小企業などが

行う外国人材の日本語能力向上のための研

修などに要する経費を助成します。」と記

載しており、企業が有料で日本語教師等を

活用して、外国人材の日本語能力向上のた

めの取組みを行うことを支援することとし

ています。 

また、[第4章]-[1 コミュニケーション

支援]-[(2)日本語教育の推進]-[①日本語

教室の充実]及び[第4章]-[4 意識啓発と社

会参画支援]-[(2)外国人住民の社会参画支

援]-[③日本語サロンや日本文化等理解ボ

ランティアの活用]にて、ボランティアで

の日本語交流の場の提供をすることとして

います。 

日本語を教える事と学校での国語は異な

る。日本語指導について重要というなら、

全教師に対して意識啓発してほしい。 

未就学児童生徒を学校に来てもらうため

に行政がなすべきことはなにか。教育県を

標榜するなら、独自に掬い上げる方策を考

えて欲しい。 

通常の学級に入級する前段階としての日

本語初期指導教室を、多度津町立多度津小

学校及び観音寺市立観音寺小学校に開設

し、外国人児童生徒に対して、ひらがな、

かたかなの読み書き、日常会話、生活様式

等を２～３か月間、集中して指導を行い、

外国人児童生徒が安心して学校生活が送れ

るよう、効果的な指導方法や支援のあり方

の調査研究を実施しており、今後も外国人

児童生徒が安心して学校生活を送ることが

できるよう、努めてまいります。 
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ご意見（要約） ご意見に対する県の考え方 

日本語教室を充実させるのであれば、ボ

ランティアに頼るのではなく、講師料や会

場費などの助成金を出してほしい。 

 

①外国人材を雇用する企業等が日本語能力

向上のための研修などに要する経費の助

成（33 ページ⑤）の拡充 

②ボランティア教室や、日本語教育機関に

対する助成金の拡充 

御指摘のとおり、日本語教師の活躍の場

としては、企業が有料で活用する場とボラ

ンティアでの日本語交流の場の両方がある

と思います。 

企業が有料で活用する場については、[第4

章]-[1 コミュニケーション支援]-[(2)日

本語教育の推進]-[⑤外国人材の日本語能

力向上のための支援]において「県では、

外国人材を雇用する中小企業などが行う外

国人材の日本語能力向上のための研修など

に要する経費を助成します。」と記載して

おり、企業が有料で日本語教師等を活用し

て、外国人材の日本語能力向上のための取

組みを行うことを支援することとしていま

す。この支援は、外国人材へ日本語指導を

行う日本人担当者の研修等に係る経費も助

成対象としていますが、本支援に限らず、

今後、幅広い支援が必要であることを示す

ため、次のように修正いたします。 

 

修正箇所 

[第 4 章]-[1 コミュニケーション支

援]-[(2)日本語教育の推進] 

 

⑤外国人材の日本語能力向上のための

支援 

県では、外国人材を雇用する中小

企業などが行う外国人材の日本語能

力向上のための研修などに要する経

費の助成等の支援を行います。 

 

また、[第4章]-[1 コミュニケーション

支援]-[(2)日本語教育の推進]-[①日本語

教室の充実]及び[第4章]-[4 意識啓発と社

会参画支援]-[(2)外国人住民の社会参画支

援]-[③日本語サロンや日本文化等理解ボ

ランティアの活用]にて、ボランティアで

の日本語交流の場の提供をすることとして

います。 
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ご意見（要約） ご意見に対する県の考え方 

学校教育において、対象生徒の日本語支

援だけでなく、クラス担任や家庭環境のフ

ォローアップなど、日本語支援員個人です

るには限界があるので、専門性や権限のあ

る立場で管理できる人材がほしい。 

また、教育委員会は派遣するだけでな

く、派遣中、派遣後の生徒の状況を把握す

べきである。 

外国人児童生徒については、言語や生活

習慣の違いから生じる様々な問題を解決す

るための支援が必要となっていることか

ら、外国人児童生徒が多く在籍する学校に

日本語指導のための加配教員を配置してい

ます。 

また、外国人児童生徒への日本語指導の

方法や校内での協力体制作り等について学

ぶため、管理職等を国の研修会に派遣して

います。 

この他、スクールソーシャルワーカーが

家庭訪問し福祉機関と連携して支援を行う

など、専門スタッフを活用しています。 

 


